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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

国内のエネルギー業界を取り巻く環境は、エネルギーの自由化に向けてその速度を一層速めてお

ります。電力業界においては、改正電気事業法が成立して2016年の電力小売の完全自由化が決定さ

れ、ガス業界においても、経済産業省主導によるガスシステム改革の委員会はその議論を重ね、

2017年のガス小売の全面自由化は決定的な状況となっております。今後、こうした状況の変化がも

たらす大競争の中での生き残りをかけたエネルギー事業者間の提携や合併等により業種の垣根を越

えた集約化が加速することが予想されます。

当社グループは、かねてよりこの状況を想定し、一つ一つ準備を進めて参りました。完全自由競

争下での価格競争を意識したコストのスリム化、社員による都市ガス事業に関する資格取得の推

進、自由化が先行している海外でのエネルギー小売事業の展開、そして2014年3月には都市ガス子

会社の完全子会社化を完了させております。2014年5月にはPPS事業届出を行い、2014年12月に大口

のお客様への電力とLPガスのパッケージ販売を開始し電力小売事業で販売実績をあげております。

また、エネルギー自由化後のオペレーションコストの削減に大きく寄与するクラウドとモバイル

ディバイスの連携による新業務システム「雲の宇宙船」は、すでに当社で本格稼働しており、現

在、都市ガス子会社への導入を進めております。

海外での事業展開につきましては、米国にて当社の現地法人Nippon Gas USA , Inc.を通じて経

営参加しているStrategic Power Holdings LLCの傘下で、テキサス州とカリフォルニア州において

電力・ガス小売事業を展開しているEntrust Energy, Inc.と北東部７州において電力・ガス小売事

業を展開しているNorth Eastern States Inc.のお客様数は極めて順調に増加し、当第３四半期末

現在で合計200千戸となっており、2015年12月末には、海外のお客様数を281千戸に伸ばす計画であ

ります。豪州におきましては、商業・産業用顧客向けに省電力マネジメントを提供するCOzero

Holdings Limitedへ資本・経営参加を行い、自由化後の国内エネルギー市場で極めて重要な事業領

域となる小売分野での省エネに関する事業ノウハウを蓄積しております。海外事業では、エネルギ

ー小売自由化の進む米国及び豪州の投資先から得られる知見を、今後日本国内で予定されているエ

ネルギー小売自由化に対応する戦術に活かすとともに、当社グループの持つ事業ノウハウと資金を

海外の投資先に投下し、顧客基盤の拡大を進め、将来の収益基盤の拡充をはかって参ります。

当第３四半期連結累計期間の売上高につきましては、お客様数の順調な伸びに伴うガス販売量の

増加と原料費調整制度等による販売価格の上昇により、868億6千9百万円（前年同期比2.3％増）と

なりました。なお、当第３四半期末の当社グループのお客様数は、前期末に比べ30千戸増加し

1,097千戸となっております。

利益面につきましては、新物流・業務システムの運用によるコスト削減効果は寄与しているもの

の、原料価格が前年同期に比べ高く推移して売上原価が増加したことに加え、お客様数の順調な伸

びに伴う顧客獲得費用の増加等により、営業利益は34億7千5百万円（前年同期比8.5％減）、経常利

益は32億5千8百万円（同17.1％減）、第３四半期純利益は、19億9百万円（同28.7％減）となりまし

た。

なお、当社グループの売上高及び利益は、ガス小売事業の占めるウェイトが高いために、秋から

冬の下期に偏る傾向にあります。

当第３四半期連結累計期間のセグメント別の概況は次のとおりであります。

[ＬＰガス事業]

ＬＰガス事業におきましては、業務用ガス販売量の減少がありましたものの、民生用がお客様数

の伸びに伴い前年同期に比べ増加したこと等により、当第３四半期連結累計期間の売上高は503億7

千2百万円と前年同期に比べ8億2千3百万円（前年同期比1.7％増）の増収となりました。

[都市ガス事業]

都市ガス事業におきましては、新たに獲得した工業用大口需要の増加に加え、天然ガスの販売価

格が原料費調整制度により前年同期に比べ高く推移いたしましたため、当第３四半期連結累計期間

の売上高は364億9千7百万円と前年同期に比べ11億1千6百万円（前年同期比3.2％増）の増収となり

ました。
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（２）財政状態に関する説明

①資産

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ38億6千万円減少し、

1,196億3千6百万円となりました。これは主に、設備投資資金の支払い等による現金及び預金の減

少と受取手形及び売掛金の減少によるものです。

②負債

当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ105億5百万円増加し、

891億7千万円となりました。これは主に、自己株式の公開買付け資金の調達等による借入金の増加

と支払手形及び買掛金の減少を反映したものです。

③純資産

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ143億6千5百万円減少

し、304億6千6百万円となりました。これは主に、自己株式の増加（純資産の減少）及び北米事業

の急成長に伴う持分法の適用範囲の変動による利益剰余金の減少を反映したものです。

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ10.8ポイント低下し、25.5％となりまし

た。
　

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成26年度については、当社グループは引き続き、顧客基盤の拡充によるガス販売高の伸張とガ

ス機器の普及・拡大に注力し、連結売上高は平成25年度に対し4.9％増の1,330億円になる見通しで

す。

利益面については、お客様数の増加と、新物流・業務システムの更なる進化及び完全子会社化に

よる管理コストの削減等を進め、営業利益は10.7％増の100億円、経常利益は6.6％増の98億円にな

る見通しです。なお、当期純利益は、36.6％減の60億円となる見通しですが、平成25年度には、負

ののれん発生益60億円が計上されており、この影響を除けば順調な推移となる見通しです。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

　該当事項はありません。

なお、第１四半期連結会計期間において、持分法適用の範囲の変更を行っております。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

持分法適用の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、重要性が増したNippon Gas USA, Inc.及びStrategic Power

Holdings LLCを持分法の適用の範囲に含めております。
　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　該当事項はありません。
　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平

成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職

給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付

債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算

定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

て、当第３四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴

う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が101百万円減少し、利益剰

余金が65百万円増加しております。なお、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,494 10,006

受取手形及び売掛金 10,152 8,967

商品及び製品 7,298 6,493

仕掛品 9 23

原材料及び貯蔵品 95 81

繰延税金資産 739 528

その他 1,128 2,040

貸倒引当金 △135 △125

流動資産合計 33,782 28,014

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,375 7,256

機械装置及び運搬具（純額） 37,660 35,853

工具、器具及び備品（純額） 428 472

土地 21,725 23,569

リース資産（純額） 2,216 2,287

建設仮勘定 227 2,068

有形固定資産合計 69,632 71,507

無形固定資産

のれん 5,872 5,210

その他 1,193 1,343

無形固定資産合計 7,066 6,553

投資その他の資産

投資有価証券 5,597 4,914

その他 8,323 9,569

貸倒引当金 △939 △944

投資その他の資産合計 12,982 13,539

固定資産合計 89,681 91,600

繰延資産 32 21

資産合計 123,496 119,636

決算短信 （宝印刷）  2015年01月28日 15時10分 5ページ （Tess 1.40 20131220_01）



日本ガス株式会社(8174) 平成27年３月期 第３四半期決算短信

－ 6 －

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,607 10,804

電子記録債務 - 2,484

短期借入金 12,539 27,266

未払法人税等 2,885 656

賞与引当金 423 157

その他 4,581 5,085

流動負債合計 36,037 46,454

固定負債

長期借入金 36,533 36,611

役員退職慰労引当金 1,011 1,015

ガスホルダー修繕引当金 275 322

退職給付に係る負債 2,196 2,121

その他 2,610 2,644

固定負債合計 42,628 42,715

負債合計 78,665 89,170

純資産の部

株主資本

資本金 7,070 7,070

資本剰余金 6,020 6,045

利益剰余金 36,028 35,394

自己株式 △4,977 △19,369

株主資本合計 44,140 29,141

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 695 962

為替換算調整勘定 - 364

退職給付に係る調整累計額 △11 △8

その他の包括利益累計額合計 683 1,318

少数株主持分 6 6

純資産合計 44,831 30,466

負債純資産合計 123,496 119,636
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 84,929 86,869

売上原価 52,336 54,033

売上総利益 32,593 32,836

販売費及び一般管理費 28,793 29,361

営業利益 3,799 3,475

営業外収益

受取利息 250 204

受取配当金 84 64

為替差益 0 75

不動産賃貸料 33 30

持分法による投資利益 30 -

保険配当金 25 35

その他 147 144

営業外収益合計 572 555

営業外費用

支払利息 409 442

持分法による投資損失 - 269

その他 31 59

営業外費用合計 441 771

経常利益 3,929 3,258

特別利益

固定資産売却益 18 213

投資有価証券売却益 92 26

関係会社株式売却益 234 -

負ののれん発生益 550 -

その他 - 2

特別利益合計 895 242

特別損失

固定資産売却損 7 26

固定資産除却損 82 85

投資有価証券評価損 103 -

特別損失合計 193 111

税金等調整前四半期純利益 4,631 3,389

法人税、住民税及び事業税 1,572 1,324

法人税等調整額 201 161

法人税等合計 1,774 1,485

少数株主損益調整前四半期純利益 2,857 1,904

少数株主利益又は少数株主損失（△） 180 △4

四半期純利益 2,676 1,909
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,857 1,904

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 103 266

退職給付に係る調整額 - 3

持分法適用会社に対する持分相当額 - 364

その他の包括利益合計 103 634

四半期包括利益 2,961 2,538

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,778 2,543

少数株主に係る四半期包括利益 182 △4
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

該当事項はありません。
　

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

（自己株式の取得及び自己株式の公開買付け）

当社は、OEP NG LLC及びその共同保有者であるOEP NG COINVEST LLCより、その保有する当社

普通株式の全部を売却したい旨の申出を受け、平成26年５月16日開催の取締役会において、会社

法第165条第3項の規定により読み替えて適用される同法第156条第1項及び当社定款の規定に基づ

き、自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法として自己株式の公開買付けを行うこと

を決議し、以下のとおり実施いたしました。

（1）取締役会決議の内容

①取得する株式の種類 普通株式

②取得する株式の数 10,000,100株（上限）

③取得価額の総額 15,100百万円（上限）

④取得の期間 平成26年５月19日から平成26年７月31日まで

（2）公開買付けの概要

①買付け予定数 10,000,000株

②買付け等の価格 １株につき1,510円

③買付け等に要する資金 15,123百万円

（注）上記金額には、買付手数料及びその他諸費用の見積額を含んでおります。

④公開買付け期間 平成26年５月19日から平成26年６月17日まで

⑤公開買付け開始公告日 平成26年５月19日

⑥決済の開始日 平成26年７月９日

（3）公開買付けの結果

①応募株式の総数 9,531,100株

②買付株式の総数 9,531,100株

③取得価額の総額 14,391百万円

④決済日 平成26年７月９日
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４．補足情報

（１）生産、受注及び販売の状況

当社グループは販売を主として行っており、報告セグメントごとに生産規模及び受注実績を金額

あるいは数量で示すことは行っておりません。当社グループの売上高及び利益面におきましては、

性質上季節的変動が著しいガス事業の占めるウェイトが高いために、下期に偏る傾向にあります。

1）販売実績

　当第３四半期連結累計期間における販売実績を報告セグメント別に示すと、次のとおりであ

ります。

報告セグメント別販売実績

報告セグメント
当第3四半期連結累計期間

(26.4.1～26.12.31)
前第3四半期連結累計期間

(25.4.1～25.12.31)

ＬＰガス事業(百万円) 50,372 49,548

都市ガス事業(百万円) 36,497 35,380

合計(百万円) 86,869 84,929

2）ＬＰガス事業の販売実績

区分
当第3四半期連結累計期間

(26.4.1～26.12.31)
前第3四半期連結累計期間

(25.4.1～25.12.31)

ガス(百万円) 39,813 38,493

機器、受注工事他(百万円) 10,558 11,055

合計(百万円) 50,372 49,548

3）都市ガス事業の販売実績

区分
当第3四半期連結累計期間

(26.4.1～26.12.31)
前第3四半期連結累計期間

(25.4.1～25.12.31)

ガス(百万円) 30,592 29,042

機器、受注工事他(百万円) 5,905 6,338

合計(百万円) 36,497 35,380

（注）1.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　2.セグメント間の取引高は相殺消去しております。
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（ 2 ）需要家戸数等の推移

（注）　ガス販売量には、都市ガス事業における都市ガス（LNG）販売量を
　　　　LPG販売量（千トン）にカロリー換算して含めております。
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